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Ⅰ　はじめに

　法人税法（以下「法」という。）132条の２
（組織再編成に係る行為又は計算の否認）は，
平成13年度税制改正において「組織再編税制」
の整備とともに創設された組織再編成に関す
る行為計算否認規定であるが，これは組織再
編成の形態や方法が複雑かつ多様であり，複
雑かつ多様な形態や方法により組織再編成を
行うことによって，組織再編税制の各規定を
利用しこれを租税回避の手段として濫用され
るおそれがあることを背景に，いわゆる包括
的否認規定として設けられたものであるとさ
れている。
　ヤフー事件⑴では，法132条の２の解釈につ
いて最高裁での初めての判断が示され，同条
における「法人税の負担を不当に減少させる

結果となると認められるもの」という，いわ
ゆる不当性要件の解釈については，法人の行
為又は計算が組織再編成に関する税制に係る
各規定を租税回避の手段として濫用すること
を意味する，とその意味内容を示した。
　またその濫用の有無の判断にあたっては，
①当該法人の行為又は計算が，通常は想定さ
れない組織再編成の手順や方法に基づいたり，
実態とは乖離した形式を作出したりするなど，
不自然なものであるかどうか，②税負担の減
少以外にそのような行為又は計算を行うこと
の合理的な理由となる事業目的その他の事由
が存在するかどうか等の事情を考慮した上で，
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当該行為又は計算が，組織再編成を利用して
税負担を減少させることを意図したものであ
って，組織再編税制に係る各規定の本来の趣
旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受
けるもの又は免れるものと認められるか否か
という観点から判断するのが相当であると判
示し，いわゆる濫用基準の考え方を初めて示
した。
　ヤフー事件の後，法132条の２の適用に関す
る事例であるＴＰＲ事件⑵は，平成22年３月１
日になされた適格合併による繰越欠損金の引
き継ぎに対して同法の適用が肯定されたもの
である。この事例においては，特定資本関係
が合併法人の当該合併に係る事業年度開始の
日の５年前の日より前に生じている場合，す
なわち法57条３項の個別否認規定が除外され
る適格要件を充足した未処理欠損金につき，
完全支配関係にある適格合併の要件に，事業
の移転及び継続までは要求されていないと考
えられるところ，本件合併は，形式的には適
格合併の要件を満たすものの，組織再編税制
が通常想定している事業の移転及び継続とい
う実質を備えているとはいえず，適格合併に
おいて通常想定されていない手順や方法に基
づくもので，かつ，実態とはかい離した形式
を作出するものであり，不自然なものという
べきであるとして，ヤフー事件最高裁判決に
よって示された法132条の２の不当性要件の意
義である濫用基準を引用しつつ，ＴＰＲ社の
行為は濫用にあたると判断し，個別否認規定
では容認されると考えられるものに対して法
132条の２が適用され，納税者が敗訴してい
る。
　しかし，ヤフー事件が示した濫用基準につ
いては，実際にどのような行為が濫用にあた
るのか必ずしも明確ではなく，またＴＰＲ事

件においてもその判決が示した考えに対して
は疑問が残るものである。
　個々の行為は適法でまた私法上有効な行為
について，さらに個別否認規定の除外要件を
充足する行為を，なにをもって不自然で不合
理とみるのか，そして主観内面的な租税回避
の意図の存在をどのように立証し認定するの
かが問題となろう。
　また，濫用基準の適用にあたって，組織再
編税制の立法時における趣旨目的から逸脱す
るとして濫用・潜脱と認定し，包括的否認規
定を適用し否認するのならば，少なくともそ
の判断にあたっては，より厳格かつ明確な基
準が必要であろう。
　本論文は，ヤフー事件最高裁判決で示され
た法132条の２の濫用基準の意義について検討
を行った上で，その検討結果をＴＰＲ事件に
あてはめ，裁判所の示した考え方について批
判的な検討を行い，外税控除事件との比較や
各個別規定との関係性の検証等を通じて，法
132条の２における不当性要件たる濫用基準に
ついて一定の検討を行うものとする。

Ⅱ�　ヤフー事件で示された不当性要件の解釈

　法132条の２（組織再編成に係る行為又は計
算の否認）は，税務署長が，組織再編成に係
る法人の行為又は計算で，これを容認した場
合には，法人税の負担を不当に減少させる結
果となると認められるものがあるときは，そ
の行為又は計算にかかわらず，税務署長の認
めるところにより，その法人に係る法人税の
課税標準若しくは欠損金額又は法人税の額を

⑵　東京地裁令和元年６月27日判決　LEX/DB 
25564253。東京高裁令和元年12月11日判決　LEX/
DB 25565150。
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計算することができるというものである。
　同条の「法人税の負担を不当に減少させる
結果となると認められるもの」につき，どの
ような場合にどのような行為がこれに該当す
るのかについて，このヤフー事件にて，最高
裁での初めての判断が示されたものである。

１　ヤフー事件の概要

　ヤフー株式会社（原告，控訴人，以下「ヤ
フー社」という。）は，平成21年２月24日にソ
フトバンク株式会社（以下「ソフトバンク社」
という。）から，ソフトバンク社の完全子会社
であったソフトバンクＩＤＣソリューション
ズ株式会社（以下「ＩＤＣＳ社」という。）の
発行済株式の全部を450億円で譲り受けて（以
下「本件買収」という。）グループ法人とした
上で，同年３月30日にヤフー社を合併法人，
ＩＤＣＳ社を被合併法人とする吸収合併（以
下「本件合併」という。）を行った。
　その上で，ヤフー社は平成20年４月１日か
ら平成21年３月31日までの事業年度に係る法
人税の確定申告にあたり，法57条２項の規定
に基づきＩＤＣＳ社の未処理欠損金約542億
円をヤフー社の欠損金額とみなして，同条１
項の規定によりこれを損金の額に算入した。
　ヤフー社がＩＤＣＳ社との間において完全
支配関係を生じたのは本件買収の時からであ
り，本件合併の時においては５年を経過して
おらず，ヤフー社はＩＤＣＳ社の未処理欠損
金を原則として引き継ぐことはできないとこ
ろ，本件合併前の平成20年12月26日にヤフー
社代表取締役であるＡ氏がＩＤＣＳ社の取締
役副社長に就任（以下「本件副社長就任」と
いう。）していることにより，法人税法施行令
（以下「令」という。）112条７項５号（現112
条３項５号）に規定する特定役員引継要件を

充足しており，かつ，同項１号に規定する事
業の相互関連性要件も満たしていることから，
法57条３項の否認規定には該当しないものと
して，ヤフー社は当該欠損金を引き継げる旨
を主張した。
　これに対し処分行政庁は，本件買収，本件
合併及びこれらの実現に向けられた本件副社
長就任を含むヤフー社の一連の行為は，令112
条７項５号に規定する要件を形式的には満た
すものの，租税回避を目的とした異常ないし
変則的なものであり，その行為又は計算を容
認した場合には法人税の負担を不当に減少さ
せる結果となると認められるとして，法132条
の２の規定に基づき，ＩＤＣＳ社の未処理欠
損金額をヤフー社の欠損金額とみなすことを
認めない旨の更正処分（以下「本件更正処分」
という。）及び過少申告加算税賦課決定処分
（以下「本件賦課決定処分」といい，本件更正
処分と併せて「本件更正処分等」という。）を
行った。そこでヤフー社は，本件更正処分の
一部及び本件賦課決定処分の取消しを求めた
ものである。

２　不当性要件の解釈をめぐる当事者の主張

⑴　ヤフー社の主張
　法132条の２が法人の組織再編成において
種々の租税回避行為が行われる可能性のある
ことに鑑み設けられた一般的否認規定である
ことからすれば，同条の「法人税の負担を不
当に減少させる」の要件の解釈は，租税回避
行為とはいかなる行為を指すのかについての
通説的な理解を踏まえて行う必要があり，学
説上広く受入れられている租税回避行為の意
義から明らかなように，法132条の２にいう
「法人税の負担を不当に減少させる」行為であ
るか否かは，私的経済取引プロパーの見地か
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ら合理的理由があるか否かという要素を抜き
には判断できず，すなわち経済人の行為とし
て不合理・不自然な行為又は計算か否かとい
う観点から判断されるべきであり，純経済人
の行為として不合理・不自然とは，行為が異
常ないし変則的で，かつ，租税回避以外に正
当な理由ないし事業目的が存在しない場合を
いうと解すべきである。
　法132条の２が組織再編成行為に係る租税
回避を否認する趣旨で定められたものである
としても，租税法律主義の適用を免れるとい
うことはあり得ず，課税要件明確主義の観点
から，また法的安定性ないし予測可能性の観
点から，同条に基づく否認が許される要件に
ついては客観的・合理的基準が導き出されな
ければならず，不当性の要件を私的経済取引
として不合理・不自然なものと認められるか
どうかで判断するという解釈は客観的・合理
的な基準を提供するものであり，全ての納税
者にとって不当性の該当性を明確に判断する
ことを可能とする明確かつ客観的な基準であ
ることから，法132条の２の適用の有無の判断
基準として妥当するものである。
　法132条の２と法132条１項とでは「法人税
の負担を不当に減少させる」という同一文言
を用いており，組織再編税制の創設が議論さ
れた税制調査会の場においても，法132条の２
での「法人税の負担を不当に減少させる」の
要件が法132条１項における不当性の要件とは
異なるとの議論が一度たりともなされたこと
がない等の点からも，法132条の２における不
当性の要件については法132条１項と同様に解
釈されるべきであり，したがって，法132条の
２についても，およそ租税回避以外の私的経
済取引としての合理性が存在しない行為のみ
が否認の対象となるにすぎないと解すべきで

ある。
　また，個別否認規定は，租税回避行為を防
止するために立法者が様々な政策判断の結果
として設定した要件を規定するもので，かか
る立法者の判断は尊重されるべきであるから，
個別否認規定が対象としている取引について
は専ら当該個別否認規定の適用が検討される
べきであり，課税要件を充足しないため否認
できない取引に対して重ねて包括否認規定の
適用によって税務上否認することは許されな
いというべきであり，仮に個別否認規定が想
定している取引に対して法132条の２が重畳的
に適用され得るとしても，それは事後的に課
税要件事実を生じさせるに等しいため，課税
要件法定主義に抵触するおそれが大きく，ま
た，課税要件明確主義の観点からも納税者の
予測可能性や法的安定性を害しないよう限定
的に解釈されなければならない。
　したがって，個別否認規定が想定している取
引の否認は，原則として，現実に発生した具体
的な事実を対象に，法57条３項のような個別否
認規定の適用による否認に委ねられるべきであ
り，法132条の２は租税負担の公平の観点から
みて看過し難い具体的な不当性がある場合に限
り発動される規定と解すべきである。
　そして，そのような具体的な不当性がある
場合とは，前記のとおり納税者の行為が純経
済人の行為としての不合理・不自然であるこ
と，より具体的には，行為が異常ないし変則
的で，かつ，租税回避以外に正当な事業目的
ないし理由がないことを意味すると解すべき
である。

⑵　処分行政庁の主張
　法132条の２の「不当」の解釈は当該規定の
趣旨・目的を踏まえてされるべきであるとこ
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ろ，同条は平成13年度税制改正において，企
業組織再編成を租税回避の手段として濫用さ
れるおそれがあることから，これを防止して
適正な課税をすることができるために，繰越
欠損金等を利用した租税回避行為の防止規定
などそれぞれ各個別規定を設け，併せてそれ
らの防止規定をかいくぐる租税回避行為に対
処するために，包括的な租税回避防止規定と
して，従前から設けられていた同族会社の行
為又は計算の否認規定とは別個に新たに創設
されたものであり，同条における解釈・適用
は，組織再編成に係る法人の行為又は計算の
特徴，組織再編税制における各個別規定の趣
旨・目的について十分に考慮をし，その実態
に即して行われるべきである。
　具体的には，組織再編税制における各個別
規定の趣旨・目的に鑑みて不合理又は不自然
なものと認められる場合をいい，租税回避の
手段として組織再編成における各規定を濫用
し，税負担の公平を著しく害するような行為
又は計算と評価できる場合はこれに当たると
解すべきであり，すなわち，法132条の２は，
個別否認規定により対処することを想定して
いなかった租税回避の事態に対処するのみな
らず，適格作り（適格外し）や個別規定の要
件作り（要件外し）等，課税減免等に係る規
定ないし制度の逸脱・濫用があった場合に，
そのような行為を許さないこととして適正な
課税を行う否認規定なのである。
　そのような同条の趣旨・目的に鑑みれば，
一連の組織再編成の過程において行われた
個々の取引について，これを全体の計画から
切り離して，個別に「私的経済取引として不
合理・不自然か否か」により判断することは
相当ではない。
　組織再編成によって行われる資産の移転に

は，事業上の必要性や事業上の目的が全くな
いような場面を想定することができないこと
から，租税回避防止規定の適用場面として，
事業上の必要性や事業上の目的が全くないこ
とを要求することは相当でなく，当該行為又
は計算について，事業目的が完全に否定でき
ないとしてもそのことから直ちに不当性が否
定されるものではなく，主たる目的が租税回
避目的であると認められる場合には，課税減
免等に係る規定ないし制度の濫用があったと
みて否認されるべきである。

３　下級審の判断

⑴�　東京地裁（平成26年３月18日判決）⑶の判
旨

①　法132条の２の立法趣旨について

　判決は，まず組織再編税制において包括的
否認規定が設けられた趣旨につき，「組織再編
成の形態や方法は複雑かつ多様であり，ある
経済的効果を発生させる組織再編成の方法は
単一ではなく，同じ経済的効果を発生させ得
る複数の方法があり，これに対して異なる課
税を行うこととすれば，租税回避の温床を作
りかねないという点などにあることが認めら
れる。そして，組織再編税制に係る個別規定
は，特定の行為や事実の存否を要件として課
税上の効果を定めているものであるところ，
立法時において，複雑かつ多様な組織再編成
に係るあらゆる行為や事実の組み合わせを全
て想定した上でこれに対処することは，事柄
の性質上，困難があり，個別規定の中には，
その想定外の行為や事実がある場合において，
当該個別規定のとおりに課税上の効果を生じ

⑶　東京地裁平成26年３月18日判決　LEX/DB 
25503723。
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させることが明らかに不当であるという状況
が生じる可能性があるものも含まれていると
いうことができる。」と説き起こした後，法
132条１項との違いについて，「以上のような
法132条の２が設けられた趣旨，組織再編成の
特性，個別規定の性格などに照らせば，同条
が定める『法人税の負担を不当に減少させる
結果となると認められるもの』とは，イ法132
条と同様に，取引が経済的取引として不合
理・不自然である場合のほか，ロ組織再編成
に係る行為の一部が，組織再編成に係る個別
規定の要件を形式的には充足し，当該行為を
含む一連の組織再編成に係る税負担を減少さ
せる効果を有するものの，当該効果を容認す
ることが組織再編税制の趣旨・目的又は当該
個別規定の趣旨・目的に反することが明らか
であるものも含むと解することが相当であ
る。」とその考えを示した。

②　法132条の2の解釈について

　そして，ヤフー社が主張する事業目的が存
在する場合の不適用について，「組織再編成を
構成する個々の行為について個別にみると事
業目的がないとはいえないような場合であっ
ても，当該行為又は事実に個別規定を形式的
に適用したときにもたらされる税負担減少効
果が，組織再編成全体としてみた場合に組織
再編税制の趣旨・目的に明らかに反し，又は
個々の行為を規律する個別規定の趣旨・目的
に明らかに反するときは，上記ロに該当する
ものというべきこととなる。」と述べる。
　それを踏まえた上で，判決は原告の主張に
対しては，「法132条の２により対処すること
が予定されている第１の類型は，繰越欠損金
等を利用する組織再編成における租税回避行
為であるところ，そもそも，繰越欠損金自体

には資産性はなく，それが企業間の合併で取
引の対象となり得るのは，租税法がその引継
ぎを認めることの反射的な効果にすぎないの
であり，企業グループ内における繰越欠損金
の取引を含む組織再編成それ自体について，
いかに正当な理由や事業目的があったとして
も，法57条３項が定める要件を満たさないの
であれば，未処理欠損金額の引継ぎは認めら
れない。したがって，上記の類型に属する租
税回避行為の不当性の有無については，経済
合理性の有無や事業目的の有無といった基準
によって判断することはできず，『租税回避以
外に正当な理由ないし事業目的が存在しない
と認められる』か否かという基準は，それの
みを唯一の判断基準とすることは適切ではな
いといわざるを得ない。」
　「法132条は，同族会社においては所有と経
営が分離している会社の場合とは異なり，少
数の株主のお手盛りによる税負担を減少させ
るような行為や計算を行うことが可能であり，
また実際にもその例が多いことから，税負担
の公平を維持するため，同族会社の経済的合
理性を欠いた行為又は計算について，『不当に
減少させる結果となると認められるもの』が
あるときは，これを否認することができるも
のであるとしたものであり，法132条の２とは
その基本的な趣旨・目的を異にする。したが
って，両者の要件を同義に解しなければなら
ない理由はなく，原告の主張は採用すること
ができない。」
　「次に，法132条の２により対処することが
予定されている第２の類型は，複数の組織再
編成を段階的に組み合わせることなどによる
租税回避行為であるところ，組織再編成の形
態や方法は，複雑かつ多様であり，同一の経
済的効果をもたらす法形式が複数存在し得る
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ことからすると，そもそも，ある経済的効果
を発生させる組織再編成の方法として何が
『通常用いられるべき』法形式であるのかを，
経済合理性の有無や事業目的の有無という基
準により決定することは困難であり，これら
の基準は，上記の類型に属する租税回避行為
の判定基準として十分に機能しないものとい
わざるを得ない。」
　「他方，組織再編税制に係る個別規定は，特
定の行為や事実の存否を要件として課税上の
効果を定めているものであるところ，立法時
において，複雑かつ多様な組織再編成に係る
あらゆる行為や事実の組み合わせを全て想定
した上でこれに対処することは，事柄の性質
上，困難があり，想定外の行為や事実がある
場合には，当該個別規定を形式的に適用して
課税上の効果を生じさせることが明らかに不
当であるという状況が生じる可能性があるこ
とは上記で判示したとおりである。」
　「組織再編成とそれに伴い生じ得る租税回避
行為に係るこれらの特性に照らすと，同条の
適用対象を，通常用いられない異常な法形式
を選択した租税回避行為のみに限定すること
は当を得ないというべきである。したがって，
原告の主張は採用することができない。」
　「法132条の２は，税負担減少効果を容認す
ることが組織再編税制の趣旨・目的又は当該
個別規定の趣旨・目的に反することが明らか
であるものに限り租税回避行為に当たるとし
て否認できる旨の規定であると解釈すべきも
のであり，このような解釈は，納税者の予測
可能性を害するものではないから，これをも
って租税法律主義に反するとまではいえない
というべきである。」と述べ，納税者の主張を
斥けている。
　そして「以上のような本件における諸事情

を総合勘案すると，本件副社長就任は，特定
役員引継要件を形式的に充足するものではあ
るものの，それによる税負担減少効果を容認
することは，特定役員引継要件を定めた令112
条７項５号が設けられた趣旨・目的に反する
ことが明らかであり，また，本件副社長就任
を含む組織再編成行為全体をみても，法57条
３項が設けられた趣旨・目的に反することが
明らかであるということができる。したがっ
て，本件副社長就任は，法132条の２にいう
『法人税の負担を不当に減少させる結果となる
と認められるもの』に該当すると解すること
が相当である。」とした。
　このように，東京地裁は，国の主張をほぼ
全面的に採用し，判決で「税負担の減少効果
を容認することが組織再編成税制の趣旨・目
的又は個別規定の趣旨・目的に反することが
明らかであるもの」は法132条の２の租税回避
にあたると述べ，経済合理性基準と趣旨目的
解釈による濫用基準のいずれかの基準に反し
ている場合に「法人税の負担を不当に減少さ
せる結果となると認められるもの」に該当す
るとし，ヤフー社の請求を棄却した。

⑵　東京地裁判決に対する批判
　この東京地裁判決に対して，大淵博義氏は，
原告側の鑑定意見書を書いた租税法学者七名
（金子宏，水野忠恒，中里実，田中治，占部裕
典，佐藤英明，大淵博義）の「意見が否定さ
れ抹殺されました。」⑷と述べたうえで，「（国
側の鑑定意見書の）法制度の趣旨目的解釈を
文理解釈に優先させるという解釈が，完全に

⑷　大淵博義「税法解釈における租税法律主義と租
税公平主義との相克（ＴＫＣタックスフォーラム
2014）」ＴＫＣ2014年９月号（2014年）53頁。
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間違っているとは言いませんが，（中略）制度
の趣旨・目的を優先して，文理の解釈をまっ
たく考えないで抹殺するということは，租税
法律主義に違反しています。私は，このよう
な趣旨目的解釈は本末転倒の議論であると考
えています。仮に，制度の趣旨・目的を優先
して解釈するというのであれば，（中略）法律
の趣旨目的を国民に知らしめるような制度を
措定して，（中略）『法律の趣旨はこういうも
のです』と明確にする制度的担保の仕組みの
創設が先決で（中略）それがなされていない
現状において，『趣旨・目的を重視しろ』とい
うのは論外です。文理解釈による結果に妥当
性・相当性があれば，法律の趣旨・目的とは
無関係に，その文理により解釈されるという
のが本来の解釈の基本であり常識と考えてい
ます。」と東京地裁判決を批判している。
　また，岡村忠生教授も，「本件は文言解釈に
より判断することができるので，趣旨・目的
に基づく解釈は不要であり，すべきでないと
思いますが，もし趣旨を勘案するのであれば，
そして，法令以外のソースから趣旨を汲み取
るのであれば，より公的な見解，あるいは，
組織においてより大きな責任を負う立場にあ
る人の見解を重視すべきで（中略）また，趣
旨を用いるのであれば，立法理由などの十分
な資料を徴すべきことは言うまでもありませ
んが，（中略）実際，他の先進国と比べて，日
本の立法資料は著しく乏しいのです。そうす
ると，趣旨・目的といっても，結局は，裁判
官個人の考え方や感じ方になってしまい，法
律だけが納税義務を課すことができるという

租税法律主義が空洞化する恐れがあり（中略）
このことからも，趣旨や目的に基づく解釈は，
なるべく控えるべきだと思います。」⑸と趣旨
目的解釈による危険性を指摘している。
　趣旨目的解釈は，組織再編税制に係るすべ
ての（課税減免効果が生じる）個別規定につ
いて，法令上課税要件が明確に定められ，そ
の意義が文理上明らかであるにもかかわらず，
常に明文にない制度全体および当該個別規定
の趣旨目的に基づく実質的（付加的）な要件
充足性を検討しなければ当該個別規定の適用
の可否を判定できないこととなるという点で，
租税法律主義および課税要件明確主義の観点
から問題なしとはいえず，規定の趣旨目的の
具体的内容が納税者における法的安定性や予
測可能性を確保する程度に明確かつ統一的な
指標として表示されているのか，疑義が存す
るところである⑹。

⑶�　東京高裁（平成26年11月５日判決）⑺の判
旨
　東京高裁判決は，地裁判決の内容とほぼ同
旨を述べ，法132条の２にいう「不当に」の解
釈に関して，「不合理・不自然」の文言を「不
自然・不合理」に差し替える等の一部の修
正・補充を加えた原審判決を踏襲する内容を
判示し，ヤフー社の控訴を棄却した。

４　最高裁が示した濫用基準

⑴　最高裁（平成28年２月29日判決）⑻の判旨
　最高裁は，法132条の２の解釈について，
「組織再編成は，その形態や方法が複雑かつ多

⑸　岡村忠生「組織再編成と行為計算否認⑴」税研
177号（2014年）79頁。
⑹　北村導人「判批」旬刊経理情報1383号（2014年）
50-51頁。

⑺　東京高裁平成26年11月５日判決　LEX/DB 
25505180。
⑻　最高裁平成 28年２月 29日判決　LEX/DB 
25447796。
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様であるため，これを利用する巧妙な租税回
避行為が行われやすく，租税回避の手段とし
て濫用されるおそれがあることから，法132 
条の２は，税負担の公平を維持するため，組
織再編成において法人税の負担を不当に減少
させる結果となると認められる行為又は計算
が行われた場合に，それを正常な行為又は計
算に引き直して法人税の更正又は決定を行う
権限を税務署長に認めたものと解され，組織
再編成に係る租税回避を包括的に防止する規
定として設けられたものである。」
　「このような同条の趣旨及び目的からすれ
ば，同条にいう『法人税の負担を不当に減少
させる結果となると認められるもの』とは，
法人の行為又は計算が組織再編成に関する税
制（以下「組織再編税制」という。）に係る各
規定を租税回避の手段として濫用することに
より法人税の負担を減少させるものであるこ
とをいうと解すべきであり，その濫用の有無
の判断に当たっては，①当該法人の行為又は
計算が，通常は想定されない組織再編成の手
順や方法に基づいたり，実態とは乖離した形
式を作出したりするなど，不自然なものであ
るかどうか，②税負担の減少以外にそのよう
な行為又は計算を行うことの合理的な理由と
なる事業目的その他の事由が存在するかどう
か等の事情を考慮した上で，当該行為又は計
算が，組織再編成を利用して税負担を減少さ
せることを意図したものであって，組織再編
税制に係る各規定の本来の趣旨及び目的から
逸脱する態様でその適用を受けるもの又は免
れるものと認められるか否かという観点から
判断するのが相当である。」と判示した。

⑵　最高裁判決の意義
　最高裁は，法132条の２の不当性要件の解釈

については，「組織再編税制に係る各規定を濫
用するもの」であるか否かが基準であり，そ
の濫用の有無については，「行為又は計算が不
自然ではないか」，「事業目的その他の事由が
存在するか」等といった事情を考慮した上で，
「行為又は計算が税負担の減少を意図」し，か
つ，「組織再編税制の本来の趣旨及び目的から
逸脱するもの」であるか否かといった観点か
ら判断を行うことが相当であるとして，不当
性要件について，いわゆる濫用基準を示して
いる点に判決の意義を見いだすことができよ
う。
　ところで最高裁は不当性要件の解釈として，
経済的合理性基準をそのまま用いるのではな
く，制度濫用基準を採用したのであろうか。
　この点については経済合理性基準における
「純経済人の行為として不合理・不自然である
か否か」という基準について，組織再編成は
売買契約や雇用契約などの典型契約とは異な
るため，必ずしも一般的な取引慣行や取引相
場があるわけではなく，多数の企業が関与し
て複雑かつ巧妙な租税回避行為が行われた場
合，そもそも純経済人の行為として自然かつ
合理的な組織再編成とは何かという議論の出
発点からその審理判断に困難を来し，その不
当性を適切に判断し得ない場合もあり得ると
ころである⑼。
　また最高裁判旨における，濫用の有無の判
断における考慮事項（上記⑴①②）は何を示
しているのだろうか。上記①は行為・計算の
不自然性を，②は事業目的等の有無を示して
いるが，これらは，経済合理性基準の具体的
内容を示す「（行為・計算が）異常ないし変則

⑼　徳地淳・林史高「判解」法曹会編『最高裁判所
判例解説・民事篇［平成28年度］』106頁。
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的で租税回避以外に正当な理由ないし事業目
的が存在しないと認められる場合に含まれて
いる二つの要素を，組織再編成の場面に即し
て表現を修正し，特に重要な考慮要素として
位置づけたものと考えられる⑽。
　最高裁判決のこのような考え方は，制度濫
用基準の考え方を基礎としつつも，濫用とい
う用語が抽象的な概念であるため，その意味
内容を具体的に示すために二つの考慮事項を
示したものと考えられ，その実質において，
経済合理性基準に係る通説的見解の考え方を
取り込んだものと評価することができよう。

⑶　最高裁判決の検討
　大淵博義氏は，ヤフー事件最高裁判決を受
け，「本判決は，正常な行為計算に引き直して
課税するとしているが，具体的な引き直しに
ついて，特に触れていない。本判決は，『特定
役員引継要件』を欠くという認定に立って初
めてみなし共同事業要件を充足していないこ
とを根拠に，被合併法人の繰越欠損金の承継
を否定する否認が適法ということになること
からすると，本件について引き直しをして欠
損金控除を否認するというのは，ＩＤＣＳ・
被合併法人の特定役員がヤフー・合併法人に
就任していないという事実として引き直しを
して初めて可能となる。」⑾と，最高裁判決にお
ける引き直し課税の不明確性を指摘している。
　一方，朝長英樹氏は，「『行為又は計算』と
『事業

4 4

目的』は『租税回避』の判断の基準では
なく，『租税回避』の判断を行う際に考慮する
事情に止まるものということになります。こ

れは，132条の２が，『行為又は計算』や『事
4

業
4

目的』の不当性ではなく，『結果』の不当性
によって租税回避か否かを判断することとな
っていることを正しく踏まえたものと言って
良いでしょう。」⑿（傍点部分筆者追記）と本
判決を評価し，「税法の各規定の『濫用』に該
当するか否かをその税法の各規定の趣旨・目
的から判断することになれば，自ずと，税理
論自体が税法の各規定の趣旨・目的に目を向
けるものとなって行かざるを得ないと考えら
れます。我が国においては，『税法の趣旨・目
的は曖昧なので，それを持ち出すことは良く
ないことだ』とする風潮が存在していると考
えていますが，ヤフー・ＩＤＣＦ事件の最高
裁判決をきっかけにしてそのような風潮が変
わり，税法の解釈の場面はもとより，税法の
立法の場面においても，税法の各規定の趣
旨・目的を重視する流れが出てきて，我が国
の税法の解釈と立法のガラパゴス化が是正さ
れる可能性があると思っています。」⒀と自身
の意見を述べている。

Ⅲ�　ヤフー事件後における濫用基準の適用
事例―ＴＰＲ事件―

　本事件は，個別否認規定である法57条３項
に定める否認規定の除外要件を充足する組織
再編成につき，被合併法人から引き継いだ未
処理欠損金の損金算入を，法132条の２の適用
により否認した課税処分の適否が争われたも
のである。
　ヤフー事件最高裁以降の法132条の２の適
用に関する裁判であり，ヤフー事件とは異な

⑽　同上，107頁。
⑾　大淵博義「ＩＢＭ事件判決とヤフー事件判決に
みる租税回避否認の法理」ＭＪＳ租税判例研究会
第65回［講演要旨］（2016年）10頁。

⑿　朝長英樹「ヤフー・ＩＤＣＦ事件は『租税回避』
の捉え方をどう変えたか」週刊T&Amaster634号
（2016年）９-10頁。
⒀　同上，13頁。
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る状況をもつ事例において，いわゆる濫用基
準がどのように適用されているのか検討を行
う。

１　ＴＰＲ事件の概要

　ＴＰＲ株式会社（原告，控訴人，以下「Ｔ
ＰＲ社」という。）は，自動車部品等の製造及
び販売を主たる目的とする法人である。
　テーピアルテック株式会社（以下「旧ＴＡ
Ｔ社」という。）は，自動二輪車用アルミホイ
ール製造事業（以下「本件事業」という。）を
営む平成２年３月20日に設立された法人であ
る。
　テーピアルテック株式会社（現商号：ＴＰ
Ｒアルテック株式会社，以下「新ＴＡＴ社」
という。）は，平成22年２月16日に設立された
法人である。
　ＴＰＲ社は，平成14年２月９日に旧ＴＡＴ
社の発行済株式総数の３分の２を取得した後，
平成14年２月13日には旧ＴＡＴ社との間で取
引基本契約（以下「旧取引基本契約」という。）
を締結し，同社へ受注した自動二輪車用アル
ミホイールの製造の委託を開始した。
　平成15年３月18日に，ＴＰＲ社が旧ＴＡＴ
社の発行済株式を追加取得してその発行済株
式の全てを保有することとなり，両社の間に
完全支配関係が生ずることとなった。
　平成22年３月１日にＴＰＲ社を合併法人，
旧ＴＡＴ社を被合併法人とする吸収合併（以
下「本件合併」という。）を行い，旧ＴＡＴ社
は解散した。
　なお，旧ＴＡＴ社は，平成21年９月30日時
点で負債金額が資産金額を約１億1400万６円
上回る債務超過の状態となっていた。
　本件合併は，平成21年12月21日のＴＰＲ社
取締役会及び旧ＴＡＴ社取締役会にて，本件

合併を平成22年３月１日付で行う旨の承認を
経て，平成21年12月22日の合併契約締結によ
りなされたものであり，合併契約書には以下
の内容が定められていた。
ア�　ＴＰＲ社と旧ＴＡＴ社は合併し，ＴＰＲ
社は存続し旧ＴＡＴ社は解散する。
イ�　合併による株式その他の金銭等の交付を
行わず，合併による資本金の増加を行わな
い。
ウ�　合併の効力発生日を平成22年３月１日と
する。
エ�　効力発生日において，旧ＴＡＴ社の平成
22年２月28日時点の貸借対照表等を基礎と
した資産負債その他一切の権利義務をＴＰ
Ｒ社が承継する。
　平成22年２月５日のＴＰＲ社取締役会にお
いて，⑴旧ＴＡＴ社の債務超過を解消するた
め増資をし，その後減資をすること，⑵新Ｔ
ＡＴ社の社名を「テーピアルテック株式会
社」，設立登記日を平成22年２月15日から同月
19日の間とし，本店所在地は「岡山県津山市
α×××番－×」とするが合併後には旧ＴＡ
Ｔ社の本店所在地に変更すること，⑶旧ＴＡ
Ｔ社の従業員は同社の解散と同時に新ＴＡＴ
社に転籍すること，⑷旧ＴＡＴ社の棚卸資産
（製品・仕掛品・原材料等）は合併後に新ＴＡ
Ｔ社に売却すること，等の承認がなされ，同
承認を受け，ＴＰＲ社は，平成22年２月15日
に旧ＴＡＴ社に対して２億5000万円の増資引
受けをし，また，同月16日に全額を出資して
新ＴＡＴ社を設立（以下「本件設立」という。）
した。
　平成22年３月１日に，上記合併契約書に基
づき本件合併の効力が生じ，ＴＰＲ社は旧Ｔ
ＡＴ社の権利義務を承継し，旧ＴＡＴ社は解
散した。
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　また，ＴＰＲ社は同日付で，⑴旧ＴＡＴ社
の全従業員を新ＴＡＴ社に転籍（以下「本件
転籍」という。）させ，⑵新ＴＡＴ社との間で
本件合併により旧ＴＡＴ社から承継した資産
及び負債のうち，本件事業に係る棚卸資産等
の資産及び同社の従業員に係る負債（以下「本
件棚卸資産等」という。）の譲渡に関する契約
を締結し，譲渡（以下「本件譲渡」という。）
を行い，⑶新ＴＡＴ社との間で本件合併によ
り旧ＴＡＴ社から承継した資産のうち，本件
事業に係る製造設備等（以下「本件製造設備
等」という。）について設備賃貸借契約を締結
し，これを新ＴＡＴ社に賃貸（以下「本件賃
貸借」という。）し，⑷新ＴＡＴ社との間で取
引基本契約（以下「新取引基本契約」という。）
を締結し，同社に対し「取引品」の価格改定
（以下「本件単価変更」といい，これによりＴ
ＰＲ社による新ＴＡＴ社からの仕入数量が減
少すれば仕入単価が上がり，仕入数量が増加
すれば仕入単価が下がるといった，仕入数量
に応じた仕入単価の決定方法が導入されるこ
ととなった。なお，新取引基本契約に係る内
容は，旧取引基本契約の内容と概ね同じ内容
である。）を実施する旨を通知した。
　一方で，新ＴＡＴ社は，平成22年３月２日
付で，本店所在地を旧ＴＡＴ社の解散当時の
本店所在地に移転している。
　それら一連の行為の上で，ＴＰＲ社は法人
税の確定申告にあたり，法57条２項の規定に
基づき旧ＴＡＴ社の未処理欠損金11億7548万
7989円をＴＰＲ社の欠損金額とみなして，同
条１項の規定により，これを平成21年４月１
日から平成22年３月31日までの事業年度（以
下「平成22年３月期」という。）に６億1673万
3935円を，平成22年４月１日から平成23年３
月31日までの事業年度（以下「平成23年３月

期」といい，平成22年３月期と平成23年３月
期を併せて「本件各事業年度」という。）に５
億5875万4054円をそれぞれ損金の額に算入し
た。
　これに対し処分行政庁は，旧ＴＡＴ社の未
処理欠損金額をＴＰＲ社の損金の額に算入す
ることは，法人税の負担を不当に減少させる
結果となると認められるとして，法132条の２
の規定に基づき，本件各事業年度の法人税に
ついて旧ＴＡＴ社の未処理欠損金額をＴＰＲ
社の欠損金額とみなすことを認めない旨の更
正処分及び過少申告加算税賦課決定処分（以
下「本件各更正処分等」という。）を行った。
　本件は，ＴＰＲ社が，本件各更正処分等を
不服として，その取消しを求めたものである。
なお，争点は以下の通りである。
（争点１）
　特定資本関係が合併法人の当該合併に係る
事業年度開始の日の５年前の日より前に生じ
ている場合（以下「特定資本関係５年超要件」
という。），すなわち，法57条３項の適用が除
外される適格合併に当たる場合に，法132条の
２を適用することができるか否か。
（争点２）
　（争点１）が肯定されるとして，本件合併が
法132条の２にいう「法人税の負担を不当に減
少させる結果となると認められるもの」に当
たるか否か。

２�　東京地裁（令和元年６月27日判決）⒁の判
旨

⑴　争点１について
　東京地裁は，争点１について，まず，「法

⒁　東京地裁令和元年６月27日判決　LEX/DB 
25564253。
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132条の２は，税務署長が『合併，分割，現物
出資若しくは事後設立（中略）又は株式交換
若しくは株式移転』に係る所定の法人の法人
税につき更正又は決定をする場合において，
法人税の負担を不当に減少させる結果となる
と認められる行為又は計算が行われたときに，
その行為又は計算にかかわらず法人税額等を
計算することができる旨規定しており，その
文言上，組織再編成に係る特定の行為又は計
算を否認の対象とし，あるいは否認の対象か
ら除外することとはされていない。」と処分行
政庁の主張を認めた。
　また，「法132条の２は，組織再編成がその
形態や方法が複雑かつ多様であるため，これ
を利用して巧妙な租税回避行為が行われやす
く，租税回避の手段として濫用されるおそれ
があることから，税負担の公平を維持するた
め，組織再編成において法人税の負担を不当
に減少させる結果となると認められる行為又
は計算が行われた場合に，それを正常な行為
又は計算に引き直して法人税の更正又は決定
を行う権限を税務署長に認めたものと解され，
組織再編成に係る租税回避を包括的に防止す
る規定として設けられたものと解される。」
と，ヤフー事件最判に沿った法132条の２の趣
旨目的を述べる。
　そして，「このように，組織再編成に係る租
税回避について，これを包括的に防止するた
めの一般的否認規定が設けられているのは，
組織再編成の形態や方法が複雑，多様であり，
立法の際に，組織再編成を利用したあらゆる
租税回避行為をあらかじめ想定した上で，個
別的な否認規定を網羅的に設けることは，事
柄の性質上困難であることによるものと解さ
れる。そうすると，法人税法は，個別的な否
認規定である法57条３項の適用が排除される

適格合併についても，同項の規定が一般的否
認規定の適用を排除するものと解されない限
り，法人税の負担を不当に減少させる結果と
なると認められる行為又は計算が行われたも
のと認められる場合には，法132条の２が適用
されることを予定しているものと解される。」
　「特定資本関係５年超要件を満たす適格合
併につき，法57条３項の規定が一般的否認規
定の適用を排除するものと解されるか否かに
ついては，法57条３項は，一定期間内に特定
資本関係を有することとなった法人間で組織
再編成が行われた場合，共同で事業を営むた
めの適格合併等として政令で定めるものに該
当する場合を除き，特定資本関係が生じた日
の属する事業年度前に生じた欠損金額等の引
継ぎを制限する旨定めており，このような同
項の規定の構造に鑑みても，同項は，未処理
欠損金額を有するグループ外の法人をいった
んグループ内の法人に取り込んだ上でグルー
プ内の他の法人と組織再編成を行うといった
グループ外の法人が有する未処理欠損金額を
利用した租税回避行為を防止するために設け
られた規定であって，未処理欠損金額を利用
したあらゆる租税回避行為をあらかじめ想定
して網羅的に定めたものとはいい難く，実際
にも，特定資本関係５年超要件を満たす適格
合併等であっても，法人税の負担を不当に減
少させる結果となると認められる行為又は計
算が行われる場合が想定されないとはいい難
い。そうすると，同項は，むしろ，典型的な
租税回避行為としてあらかじめ想定されるも
のを対象として定めた具体的な否認規定にす
ぎないものと理解するのが自然であり，法57
条３項は，同条２項に関する否認とその例外
の要件を全て書き尽くしたものとはいえず，
同条３項が特定資本関係５年以下の組織再編
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成と５年超の組織再編成を区別して規定して
いるからといって，特定資本関係５年超の組
織再編成について一般的否認規定の適用が排
除されているとはいえないから，原告の上記
主張は採用することができない。したがって，
法人税法は，特定資本関係５年超要件を満た
す適格合併についても，法132条の２が適用さ
れることを予定しているものと解するのが相
当である。」と，特定資本関係５年超要件を満
たす適格合併であっても132条の２を適用する
ことの適法性を判示した。

⑵　争点２について
　争点２については，「同条にいう『法人税の
負担を不当に減少させる結果となると認めら
れるもの』とは，法人の行為又は計算が組織
再編税制に係る各規定を租税回避の手段とし
て濫用することにより法人税の負担を減少さ
せるものであることをいうと解すべきであり，
その濫用の有無の判断に当たっては，①当該
法人の行為又は計算が，通常は想定されない
組織再編成の手順や方法に基づいたり，実態
とはかい離した形式を作出したりするなど，
不自然なものであるかどうか，②税負担の減
少以外にそのような行為又は計算を行うこと
の合理的な理由となる事業目的その他の事由
が存在するかどうか等の事情を考慮した上で，
当該行為又は計算が，組織再編成を利用して
税負担を減少させることを意図したものであ
って，組織再編税制に係る各規定の本来の趣
旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受
けるもの又は免れるものと認められるか否か
という観点から判断するのが相当である。」
と，ヤフー事件最判での濫用基準を引用した。
　そして，「本件合併とともに本件設立，本件
転籍，本件譲渡及び本件賃貸借が行われたこ

とによって，実態としては，旧ＴＡＴ社の営
んでいた本件事業はほぼ変化のないまま新Ｔ
ＡＴ社に引き継がれ，原告は，旧ＴＡＴ社の
有していた本件未処理欠損金額のみを同社か
ら引き継いだに等しいものということができ
る。」
　「そうすると，本件合併は，形式的には適格
合併の要件を満たすものの，組織再編税制が
通常想定している移転資産等に対する支配の
継続，言い換えれば，事業の移転及び継続と
いう実質を備えているとはいえず，適格合併
において通常想定されていない手順や方法に
基づくもので，かつ，実態とはかい離した形
式を作出するものであり，不自然なものとい
うべきである。」
　「また，本件合併の検討に当たっては，終
始，『メリット』『ねらい』などとして，本件
未処理欠損金額を利用した節税効果が挙げら
れており，以上の本件合併及びこれに伴う本
件設立等の検討経過等に照らすと，本件合併
の主たる目的は本件未処理欠損金額の引継ぎ
にあったものとみるのが相当であり，本件合
併の不自然さも考慮すると，税負担の減少以
外に本件合併を行うことの合理的理由となる
事業目的その他の事由が存在するとは認め難
いといわざるを得ない。」
　「よって，本件合併は，法57条２項の本来の
趣旨及び目的から逸脱する態様でその適用を
受けるものというべきであり，そうすると，
本件合併は，組織再編税制に係る上記規定を
租税回避の手段として濫用することによって
法人税の負担を減少させるものとして，法132
条の２にいう『法人税の負担を不当に減少さ
せる結果となると認められるもの』に当たる
ということができる。」と判示した。
　このように，東京地裁は国の主張をほぼ全
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面的に支持し，ヤフー事件最判にて判示され
た法132条の２における濫用基準をそのままの
形で引用し，ＴＰＲ社の請求を棄却した。
　なお，控訴審である東京高裁判決（令和元
年12月11日判決）⒂においても，一部の修正・
補充を加え原審判決とほぼ同様を述べ，原審
同様にＴＰＲ社の請求を棄却している。

３　ＴＰＲ事件判決の問題点

　法57条２項は，適格合併において，被合併
法人の未処理欠損金額は合併法人の各事業年
度において生じた未処理欠損金額とみなす，
つまり，被合併法人の未処理欠損金額を合併
法人が引継ぐことができる旨を規定しており，
法57条３項には，同条２項に関する未処理欠
損金額の引継ぎを認めない場合の否認規定を
設け，その例外として，みなし共同事業要件
を満たす場合と，特定資本関係５年超要件を
満たす場合を定めている。
　このＴＰＲ事件は，特定資本関係５年超要
件を充足していることから，同条２項に関す
る否認規定である同条３項の例外要件を満た
しており，そこに132条の２の適用が許される
か否かが争点となった。
　ＴＰＲ社は，特定資本関係５年超要件を満
たしていたため，みなし共同事業要件を満た
さずとも，繰越欠損金の引継制限が発動され
ることはなく，しかも，ＴＰＲ事件において
引継ぎの対象とされているのは特定資本関係
事業年度以後に発生した繰越欠損金であるこ
とを前提とすると，それは，そもそも繰越欠

損金の引継制限の対象外のものということに
なる⒃。
　そして，ＴＰＲ事件の特徴として，旧ＴＡ
Ｔ社で営まれていた本件事業（のほとんど）
が新ＴＡＴ社に移転しているという点が挙げ
られる。
　旧ＴＡＴ社が営んでいた事業に係る従業員，
本件棚卸資産等，リース契約，取引基本契約
及び取引先が，ＴＰＲ社にではなく新ＴＡＴ
社に移転していることから，一見すると，本
件合併は本件未処理欠損金のみを引き継ぐた
めの行為で，事業目的が認められないように
見えなくもないが，しかし，現に本件製造設
備等は旧ＴＡＴ社からＴＰＲ社へ移転してお
り，本件製造設備等の移転という合併による
効果として，実際に合併前の旧ＴＡＴ社の貸
借対照表と新ＴＡＴ社の貸借対照表は全くの
別物となっていることから，組織再編税制の
趣旨目的に反するか否かの基本的な判断を
「移転資産等に対する支配の継続の有無」に求
めるのならば，その趣旨目的にはむしろ整合
しているとも言え，事業目的がないと言い切
ることに疑問が残るものである。
　また，ＴＰＲ判決は，法57条の２の趣旨目
的からの逸脱を移転資産等に対する支配が継
続しているか否かといった観点から判断して
おり，この支配の継続の意義について，合併
による事業の移転及び合併後の事業の継続を
いうものと解している⒄。
　この支配の継続についていえば，法人税法
は，企業グループ内の合併のうち，50％超100

⒂　東京高裁令和元年12月11日判決　LEX/DB 
25565150。
⒃　泉絢也「適格合併による繰越欠損金の引継ぎを
認める法人税法57条２項の『本来の趣旨及び目的』
には『事業の継続』が含まれるか？―ＴＰＲ事件

を素材として―」千葉商大論叢57巻３号（2020年）
114頁。
⒄　安田雄飛「“ＴＰＲ事件判決” の問題点」週刊税
務通信3584号（2019年）21頁。
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％未満の持ち分関係にある法人間の合併につ
いては，被合併法人の主要な事業の継続等を
適格合併の要件としている（法２条12号の８
ロ）のに対し，完全支配関係にある法人間の
合併については，事業の継続等を適格合併の
要件としていない（同号イ）⒅。
　これは，「組織再編成により資産を移転する
前後で経済的実態に変更が無いと考えられる
場合には，課税関係を継続させる」⒆という組
織再編税制の基本的考え方に基づき，完全支
配関係があれば，合併前から完全子会社の有
する資産等につき完全親会社による支配が及
んでいるとの考えによるものといえ，これに
よれば，本件においても，合併前から完全子
会社である旧ＴＡＴ社の資産等につき完全親
会社であるＴＰＲ社の支配が及んでおり，合
併後もやはり完全子会社である新ＴＡＴ社の
資産等につきＴＰＲ社の支配が及んでいるの
であるから，合併の前後で支配の継続がある
と評価し得る⒇。
　仮に，支配の継続を，合併による事業の移
転及び合併後の事業の継続と解するとした場
合でも，平成30年度税制改正において，合併
後に合併法人との間に完全支配関係がある法
人を含むグループ内で主要な事業が継続され
ることが見込まれる場合も事業継続要件を満
たすこととされたことを踏まえると，本件に
おいても合併法人であるＴＰＲ社の完全子会
社である新ＴＡＴ社において事業が継続され
ている以上，支配の継続があると評価し得
る�。
　しかし，支配の継続は「会社分割・合併等

の企業組織再編成に係る税制の基本的考え
方」において示された概念であって，そこで
は移転資産の譲渡損益の計上の繰延べのため
の概念として説明され，未処理欠損金の引継
ぎの根拠としては言及されていないが，ヤフ
ー事件最高裁判決においても，未処理欠損金
の引継ぎについて，「移転資産等の譲渡損益に
係る取扱いに合わせて従前の課税関係を継続
させることとするか否かを決める」と判示し
ており，ＴＰＲ判決のように，未処理欠損金
の引継ぎについても移転資産等の譲渡損益の
計上の繰延べと同じく，支配の継続を基準に
濫用を判断するならば，なぜ合併に伴う移転
資産等に係る譲渡損益の計上の繰延べを認め
ながら，欠損金の引継ぎのみが濫用として否
認されたのか，という疑問も生ずるものであ
る�。
　そして，ＴＰＲ社の主張にもあるように，
ヤフー事件東京地裁判決でも「個別否認規定
が定める要件の中には，法57条３項が定める
５年の要件など，未処理欠損金額の引継ぎを
認めるか否かについての基本的な条件となる
ものであって，当該要件に形式的に該当する
行為又は事実がある場合にはそのとおりに適
用することが当該規定の趣旨・目的に適うこ
とから，包括的否認規定の適用が想定し難い
ものも存在することは否定できない。」と，特
定資本関係５年超要件を満たす適格合併では，
法57条３項での規定を形式的にそのまま適用
することがその趣旨目的に適っていることを
判示し，これは本事件での判示と比較したと
きに真っ向から矛盾するものであるが，この

⒅　同上，21頁。
⒆　政府税制調査会法人課税小委員会「会社分割・
合併等の企業組織再編成に係る税制の基本的考え
方」第一⑶（平成12年10月３日）。

⒇　安田・前掲注⒄，21-22頁。
�　同上，22頁。
�　同上，22頁。
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ことは，趣旨目的に踏み込んだ解釈方法では
それを行う者の主観によって異なる結果とな
り得ることが露呈したもので，趣旨目的解釈
による手法がもたらす危うさ・曖昧さの一端
がここに表れているのではないだろうか。
　本件合併は，その不自然さを考慮して税負
担の減少以外の合理的理由となる事業目的そ
の他の事由が存在するとは認め難く，本来の
趣旨及び目的から逸脱する態様であるとして
法132条の２が適用されたものであるが，新Ｔ
ＡＴ社の設立及び同社への本件事業（のほと
んど）の移転は，給与水準の格差を考慮して
なされた経営上の判断によって，本件のよう
な企業構成となったものであることが窺え，
その結果，未処理欠損金の引継ぎばかりが目
立つこととなり，裁判官の心証による影響も
大きかったのではないかと推測され，合併の
主たる目的が税負担の減少にあると判断され
たのではないかと思える節もある。
　しかし，組織再編成における事業目的の有
無については，組織再編成そのものに事業目
的が存在するものもあるといえ，すなわち，
例えば，○○商事株式会社という法人から運
送部門を切り出してこれを分割により新設法
人を設立するような場合に，完全子法人の商
号を○○流通株式会社とすることで，運送部
門が別法人化され，運送事業を活発に展開し
ていくことを広く世に知らしめる効果が期待
でき，もはや，そこに事業目的が存在すると
いったこともあるのである。
　まして，「その形態や方法が複雑かつ多様」
な組織再編成では，その組織再編成に至るプ
ロセスは単一でなく，また，当初の組織再編
成スキームから諸事情によりその計画が変更
となることも珍しくなく，これらはまさにケ
ースバイケースであって，一見すると不自然

とも見えるような組織再編取引も種々存在す
る中から，不当と思える不自然さを見出すこ
とは容易ではなく，「通常は想定されない組織
再編成の手順や方法」と認定するその判断に
おいて，どのようにして公平性を担保するの
かについても，今後に課題を残すものである
といえよう。
　さらに，ＴＰＲ判決は平成22年度税制改正
の内容と整合していないという問題点がある。
平成22年度税制改正においては，残余財産の
確定に伴う繰越欠損金の引継ぎが導入され，
『平成22年版改正税法のすべて』では，「グル
ープに係る税制の見直しの一環として，グル
ープ法人間の現物配当について，その譲渡損
益の計上を繰り延べることとされ，残余財産
の分配についても同様とされました。この現
物配当に係る課税繰延べは，組織再編成とし
て位置づけられることで，いわゆる簿価引継
方式によることとされています。この見直し
は，100％グループ内の子法人から親法人への
現物資産の移転に関し，他の組織再編成の税
制上の取扱いと整合させるものとなっていま
すが，特に残余財産が確定した法人の欠損金
については，特定の資産との結びつきが希薄
であることを踏まえ，その移転資産の有無に
関わらず，合併に係る欠損金の引継ぎと同様
の取扱いとすることとされました。」�と記述
され，すなわち，完全支配関係がある子法人
の残余財産確定による適格現物分配によれば，
子法人の事業の継続に関わらず，子法人の未
処理欠損金を親法人が引き継ぐことが可能で
あり，ＴＰＲ事件は平成22年度税制改正前の
事件ではあるものの，完全支配関係のある法

�　泉恒有ほか『平成22年版改正税法のすべて』（大
蔵財務協会，2010年）294頁。
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人間での行為について，その手法の如何によ
って，税制がもたらす効果が著しく異なるこ
とは問題となろう。
　つまり，特定資本関係５年超の適格現物分
配による未処理欠損金額の引継ぎは解散子法
人の事業継続性が求められないものの，ＴＰ
Ｒ判決で示された特定資本関係５年超の適格
合併で未処理欠損金額を引き継ぐ場合には，
解散子法人の事業継続性が求められるという
のは，矛盾が生じているといえ�，また，「合
併に係る欠損金の引継ぎと同様の取扱いとす
る」と，適格合併に伴う未処理欠損金の引継
ぎに足並みを揃えたように記述されているに
も関わらず，その記述とは正反対の状態とな
っており，その趣旨目的が，一貫して確立さ
れたものでなく，あやふやで曖昧なものでは
ないかと評価せざるを得ない。

Ⅳ　濫用基準の適用範囲に関する検討

１　外国税額控除事件との比較

　課税減免規定の要件を充足することによっ
て課税減免効果を図ろうとした，いわゆる外
税控除事件（最高裁平成17年12月19日判決�，
最高裁平成18年２月23日判決�）では，その判
決に「濫用」，「本来の趣旨目的」，「逸脱する
態様」といったヤフー事件最高裁判決と共通
の文言が示されており，両判決に通ずる考え
方の端緒が見られることから，組織再編税制
における濫用基準との関係を比較することと
する。
　外税控除事件最判では，「わが国の外国税額

控除制度をその本来の趣旨目的から著しく逸
脱する態様で利用して納税を免れ，わが国に
おいて納付されるべき法人税額を減少させた
上，この免れた税額を原資とする利益を取引
関係者が享受するために，取引自体によって
は外国法人税を負担すれば損失が生ずるだけ
であるという本件取引をあえて行うというも
のであって，わが国ひいてはわが国の納税者
の負担の下に取引関係者の利益を図るものと
いうほかない。そうすると，本件取引に基づ
いて生じた所得に対する外国法人税を法人税
法69条の定める外国税額控除の対象とするこ
とは，外国税額控除制度を濫用するものであ
り，さらには，税負担の公平を著しく害する
ものとして許されないというべきである。」（下
線筆者）と判示している。
　すなわち，「本来の趣旨目的」に照らし，そ
こから「逸脱する態様」で「取引をあえて行
う」ことで，税制を利用して納税を免れるこ
とを，同制度の濫用と位置付けていると理解
することができる。
　これを，ヤフー事件及びＴＰＲ事件で示さ
れた濫用と比較すると，外税控除事件最判に
おいても，「逸脱する態様」に「著しく」の表
現があることを除いては，同様の文言を用い
ており，税法の規定を濫用するという意味で
は共通した内容を指していると考えられ，両
者における濫用の意味合いは，ほぼ同義であ
ると考えられる。
　限定解釈とは，通常の解釈方法によれば，
規定された要件が満たされ，租税上の利益（費
用控除や税額控除など）が得られる場合に，

�　大野貴史「ＴＰＲ事件を受けて今後どう対応す
るか 法人税法における組織再編成の行為計算否認
規定」税務弘報67巻13号（2019年）45頁。

�　最高裁平成 17年 12月 19日判決　LEX/DB 
28110085。
�　最高裁平成18年２月23日判決　判時1926号57頁。
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その利益を与えないために，要件規定を狭く
限定して解釈することをいう�ところ，これら
の外税控除事件は，私法制度の濫用ではなく，
租税法制度（課税減免規定等）の濫用の形態
に属するものと思われ，課税減免規定の濫用
があったとしても，かかる課税減免規定の適
用を排除する直接の法的根拠に乏しいといわ
ざるを得ず，外税控除事件最判はあくまでも
法の制度趣旨に合致しないとして，目的論的
解釈である限定解釈を行ったとみるべき見解
もある�。
　すなわち，この外税控除事件最判は，法律
上の根拠がない場合に否認を認める趣旨では
なく，外国税額控除制度の趣旨・目的に照ら
して規定の限定解釈を行った例であると解さ
れ�，判決文に濫用との用語を用いたため，や
はり明文規定によらない租税回避の否認法理
ではないかが問題とされたが�，本来の趣旨目
的から「著しく」逸脱する濫用について，限
定解釈による否認がなされたものと理解すべ
きものであろう。
　それに対して，組織再編税制では，個別否
認規定のほか，包括的否認規定が設けられて
いる点からすると，法132条の２は，租税法制
度の濫用があった場合にこれを否認し得る実
定法上の根拠規定と考えられるものである�。

２　組織再編税制の立法趣旨

　組織再編税制が導入されたのは，平成13年
度税制改正においてである。

　平成13年度改正前の法人税法では，個々の
法人を納税主体とする完全な単位課税制度が
採用されており，繰越欠損金の損金算入につ
いても，被合併法人からの引継ぎは認められ
ていなかった。
　被合併法人からの繰越欠損金の引継ぎにつ
いては，多額な繰越欠損金を有する法人を合
併法人とする，いわゆる逆さ合併による手法
が用いられることもあったが，これは租税回
避行為に該当するとして，過去の判例上，否
認されてきた経緯がある。
　組織再編税制の立法趣旨は，実態に合った
課税を行うという税制の基本を踏まえ，原則
として，組織再編成により移転する資産等に
ついてその譲渡損益の計上を求めつつ，特例
として，移転資産等に対する支配が継続して
いる場合には，その譲渡損益の計上を繰り延
べて従前の課税関係を継続させる，という基
本的な考え方に基づき創られたものであり�，
このような考え方が採られているのは，組織
再編成による資産等の移転が形式と実質のい
ずれにおいてもその資産等を手放すものであ
るときは，その資産等の譲渡損益の計上を求
め，他方，その移転が形式のみで実質におい
てはまだその資産等を保有しているというこ
とができるものであるときは，その資産等の
譲渡損益の計上を繰り延べることができると
考えられることによるものである�。
　また，組織再編成に伴う各種引当金等の取
扱いについては，基本的には，移転資産等の

�　岡村忠生「判批」租税判例百選第７版（有斐閣，
2021年），40頁。
�　酒井克彦「我が国における租税回避否認の議論」
フィナンシャル・レビュー126号（2016年）150頁。
�　金子宏『租税法〔第23版〕』（弘文堂，2019年）
140頁。

�　今村隆『現代税制の現状と課題―租税回避否認
規定編―』（新日本法規出版，2017年）91頁。
�　酒井・前掲注�，150頁。
�　中尾睦ほか『平成13年版改正税法のすべて』（大
蔵財務協会，2001年）134頁。
�　同上，134頁。
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譲渡損益に係る取扱いに合わせて，従前の課
税関係を継続させることとするか否かを決め
るものとされており�，この「各種引当金等」
の中に繰越欠損金が含まれることとなってい
るのであるが，むしろ，繰越欠損金の取扱い
が最も注目されることとなったものである�。
　こうしたなかで，法57条２項が制定され，
しかし，同項のみでは未処理欠損金の引継ぎ
の手法を用いた租税回避行為が行われ易いこ
とを考慮して，法57条３項の個別否認規定が
設けられた。
　同時に，包括的否認規定である法132条の２
が設けられたものであるが，平成12年10月３
日の政府税制調査会の法人課税小委員会が検
討結果をまとめた報告書である「会社分割・
合併等の企業組織再編成に係る税制の基本的
考え方」には，「組織再編成の形態や方法は，
複雑かつ多様であり，資産の売買取引を組織
再編成による資産の移転とするなど，租税回
避の手段として濫用されるおそれがあるため，
組織再編成に係る包括的な租税回避防止規定
を設ける必要がある。」�と記述されており，
法132条の２はこの要請に基づき制定されたも
のである。
　立案担当者であった朝長氏は，組織再編税
制創設に際して包括的否認規定を設けるにあ
たって，「組織再編成税制の創設時には，132
条１項の適用を検討する場合のように，『事業
目的はあるのか』，『税金を少なくするために

やっているのではないか』といったところが
主たる問題点になるとは考えておらず，最も
心配していたのは，組織再編成税制の仕組み

4 4 4

を利用する租税回避でした。（中略）132条の
２が適用される前の状態を考えてみると，組
織再編成の関する処理はさまざまな個別規定
によってそれぞれに処理が済んでいるわけで
すが，その中に租税回避と言わざるを得ない
ものが含まれている可能性があります。組織
再編成税制の仕組み

4 4 4

を利用するもの（中略）
にまで132条１項の適用範囲を広げることは簡
単ではなく，また，税務当局に課税の裁量を
認める規定に関してそのように拡張解釈をす
ることは好ましくない，と考えておりまし
た。」�，そして，「租税回避が行われる可能性
が高いと考えられるところには，個別に租税
回避防止のための措置が講じられていますが，
そのような措置が租税回避を防止するための
万能策になるわけではありませんので，その
ような措置による制限を免れたものに対して
も，包括的な租税回避防止規定を適用できる
ようにしておく必要があります。」�，なお，
「組織再編成に関する個別規定は，平成13年度
税制改正前の法人税法全体の約４割にも相当
する膨大なもので，その内容も，（中略）複雑
で詳細なものにならざるを得ませんでした。
このため，『濫用』や『潜脱』ということを考
えないわけにはいかなかったのです。」�と当
時のことを述べている。

�　同上，134頁。
�　品川芳宣「適格合併における未処理欠損金引継
ぎに対する行為計算の否認」ＴＫＣ税研情報29巻
１号（2020年）32頁。
�　政府税制調査会法人課税小委員会「会社分割・
合併等の企業組織再編成に係る税制の基本的考え
方」第五（平成12年10月３日）。

�　朝長英樹『包括否認訴訟をめぐる考察―組織再
編成をめぐる包括否認と税務訴訟』（清文社，2014
年）504-505頁。
�　朝長英樹「判決を契機に考える組織再編成税制
の趣旨・目的」税務弘報62巻７号（2014年）14頁。
�　朝長英樹「裁判所による法人税法132条の２の解
釈」週刊T&Amaster545号（2014年）６頁。
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　適格組織再編成について，「平成13年版改正
税法のすべて」には，「適格組織再編成とは，
企業グループ内の組織再編成と共同事業を営
むための組織再編成とされています。企業グ
ループ内の組織再編成とは，100％の持分関係
にある法人間で行う組織再編成と，50％超100
％未満の持分関係にある法人間で行う組織再
編成のうち一定の要件に該当するものとされ
ています。移転資産等の譲渡損益の計上を繰
り延べる企業グループ内の組織再編成とは，
本来，完全に一体と考えられる持分割合が100
％の法人間で行うものとすべきであると考え
られますが，現に企業グループとして一体的
な経営が行われている単位という点を考慮す
れば，50％超100％未満の持分関係にある法人
間で行う組織再編成についても，移転する事
業に係る主要な資産及び負債を移転している
こと等の一定の要件を付加することにより，
これに含めることもできると考えられること
から，50％超100％未満の持分関係にある法人
間で行う組織再編成についてもこの企業グル
ープ内の組織再編成に含めるものとされてい
ます。」�と記述されている。
　この記述から，「資産の移転が独立した事業
単位で行われること」及び「組織再編成後も
移転した事業が継続すること」という要件は，
50％超100％未満の持分関係にある支配関係
内の組織再編成に対しても税制適格要件を認
めるために付加的に課された要件であると理
解できることがわかる。
　これは，平成13年当時における大蔵省主税
局（現財務省主税局）においては，100％持分
関係にある完全支配関係内の組織再編成では
事業単位の移転を必要としない認識であった
とも推察されるものであり，非常に重要であ
る。

　これまでの判決では，この点を十分に理解
しないままに，組織再編税制の趣旨目的が議
論されてきた可能性もあり，これまで法の趣
旨目的が明確な形で公表されてこなかったこ
と，そして，法の趣旨目的を探ることがいか
に困難なものかが窺えるものである。

３　個別規定との関係

　法57条３項に規定する特定資本関係５年超
要件は，いわゆる形式基準であり，これは５
年間といった長期間にわたる完全支配関係に
ある法人間の合併であれば，いわば経済的，
実質的に完全に一体であったものを合併する
ものといえることから，それ故に，みなし共
同事業要件を課すなどの規制をすることなく
未処理欠損金の引継ぎが認められているもの
であると，これまで多くの研究者や実務家の
間では認識されており，また，このような認
識が条文から読み取ることのできる自然で素
直な解釈であると思われ，このことは，ＴＰ
Ｒ社にとっても，おそらく同様であったであ
ろうことが推測される。
　立案担当者も，５年間も支配関係がある中
で事業を行ってきたということであれば，長
年に亘って支配関係がある中で事業を行って
きた法人と区別しなくてもよい状態となって
いると考えてよかろうという判断により，未
処理欠損金額の引継ぎと使用の制限を課さな
い期間として５年という年数基準を設けた�，
と記述している。
　ＴＰＲ社は，その認識をもって（もちろん
ＴＰＲ社の真意を窺い知ることはできないの

�　中尾・前掲注�，136頁。
�　朝長英樹『現代税制の現状と課題―組織再編成
税制編―』（新日本法規出版，2017年）40頁。
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ではあるが），「経済的，実質的に完全に一体
であったものの合併」であれば，本件事業の
ほとんどが新ＴＡＴ社に移転したとしても，
未処理欠損金をＴＰＲ社が引き継ぐことは，
法57条３項の要件を充足した同条の趣旨目的
に反すことのない取引であって，また，引き
継ぐ未処理欠損金が特定支配関係の生じた後
の期間に係るものであることもあって，特段
に問題となることは無いであろうとの判断の
もとで，合併に臨んだものと思われる。
　その上で，租税回避の意図をもってではな
く，旧ＴＡＴ社のこれまでの経営成績の結果
としての赤字，つまり未処理欠損金を清算（会
社法上の清算ではなく，リセットの意）する
意味合いをもって，合併を実行したものであ
ったのではないかと思われる。
　一方で，立案担当者は，同時に，「５年」と
いう年数基準を満たせば租税回避とされるこ
とはないという誤解をすることがないように
注意する必要がある�，とも述べるところであ
るが，しかし，特定資本関係５年超要件を満
たす合併であれば，被合併法人の営んでいた
事業継続性については個別規定に要件として
規定しておらず，法律上規定されていない要
件を追加しているように思われる点で，課税
要件法定主義に反する懸念がある�。
　仮に，特定資本関係５年超要件を満たす合
併であっても，被合併法人の営んでいた事業
の継続性を立法当初から求めていたのであれ
ば，形式基準を定める法57条３項及び令112条
７項５号には具体的にその旨を規定すべきで，

立法技術的にも十分可能であったであろうし，
条文上にあえてその規定がなされていない点
を重視するならば，立法担当者が述べるよう
に，果たしてそれが真に立法当時に個別規定
に込められた趣旨目的であったのかどうかさ
えも疑わしく，そうなると個別規定の存在意
義が軽視されていると言わざるを得ない。
　個別的に租税回避防止規定を設け，それに
も当てはまらない場合には，適用基準の不明
確な法132条の２の適用が認められるとするの
は，そもそも，企業の組織再編成を促進する
ために創設された組織再編税制の趣旨を没却
するものである，といった意見も存在する�。
　組織再編成に係る各行為の可否判断につい
ては，個別規定の要件を充足するか否かによ
って行われ，租税回避行為に該当するか否か
の判断にあたっては，個別規定そのものが存
在しない等の極めて限定的な場合で，客観的
にみてやむを得ずそれが許容されるときに，
はじめて包括的否認規定の適用の検討がなさ
れるべきであり，このような関係性が，個別
規定と包括的否認規定のあるべき姿ではない
だろうか。

４　濫用基準の適用範囲

　ヤフー事件最高裁判決が示した不当性要件
は，従来の通説が前提としていた法132条１項
の不当減少性要件が満たされる場合に加えて，
組織再編税制に係る趣旨・目的に反する場合
を法132条の２の不当減少性要件の中身に含
めており，「趣旨・目的基準」という従来の通

�　同上，42頁。
�　岩品信明「ＴＰＲ事件，ユニバーサルミュージ
ック事件を詳解 行為計算否認規定の適用をめぐる
論点」旬刊経理情報1563号（2019年）17頁。

�　水野忠恒「東京地裁平成26年３月18日判決（ヤ
フー事件）の検討―組織再編成と租税回避―」
International Taxation34巻８号（2014年）106頁。
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説と全く異質なものを含んでいるため，従来
の通説とはかなり異なった考え方であること
は明らかである�。
　法人税法上の行為計算否認規定には，法132
条１項（同族会社等の行為又は計算の否認），
法132条の２（組織再編成に係る行為又は計算
の否認），法132条の３（連結法人に係る行為
又は計算の否認）が存在するが，それぞれの
条文ごとに，立法におけるその趣旨目的を異
にするもので，それぞれの要件を同義に解さ
なければならない理由はないとの見解が示さ
れたことから，さしあたり，濫用基準の適用
範囲は，現段階においては法132条の２にのみ
及ぶものとして検討する。
　濫用基準の適用は，その基準が法律に明文
規定がなされない趣旨目的解釈に依拠するも
のであることから，今日における日本の租税
法制度に鑑みると，原則的には行うべきでな
いものと考えられるが，しかしながら，個別
否認規定のみでは，組織再編税制に係る租税
回避行為を阻止することは現実問題として非
常に困難なことから，濫用基準の必要性も理
解できるところであり，趣旨目的解釈による
否認方法そのものを否定するものではない。
　しかし，組織再編税制においても規定の重
畳適用は本来避けるべきものであり，原則と
して組織再編税制に係る各個別規定の要件の
充足の有無によって，課税の可否が判断され
るべきであり，それでもなお，本来の趣旨目
的から逸脱する態様による看過し難い，極め
て限定的な場合にのみ濫用基準の適用が検討

されることとなり，包括的否認規定である132
条の２の適用は極めて慎重な判断の下でなさ
れなければならないと考える。

Ⅴ　おわりに

　Ⅱで検討したヤフー事件では，その最高裁
判決にて，組織再編税制に係る行為計算否認
規定における不当性要件として濫用基準が示
され，法132条の２の解釈にあたって，これが
先例となって今後の指針となっていくであろ
う。
　しかし，Ⅲにて濫用基準の適用事例として
ＴＰＲ事件を検討した結果，ヤフー事件最高
裁判決で判示された濫用基準が内包する趣旨
目的解釈による危険性と問題点が浮き彫りと
なり，Ⅳでの濫用基準の意義の検討において，
法的安定性と予測可能性をいかに担保してい
くのかといった今後の課題が明らかとなった。
　租税回避行為は，これを租税法律主義の観
点からみると，一般には許されない行為であ
ると考えられがちであるが，これを禁止する
ための規定がない場合には，租税回避だから
といってこれが税法上否認されることはない
のであるから，租税回避行為はその限りで税
法上承認されている行為にほかならないもの
となり�，その一方で，租税公平主義の観点か
らみると，公平性を害すこととなる不当な税
負担の軽減や排除は認めてはならないものと
なる�。
　しかし，公平を尊重するあまりに法制度の
趣旨目的といった解釈論を過度に重視するこ

�　太田洋「関連会社間取引をめぐる近時の注目裁
判例―ＩＢＭ事件及びヤフー・ＩＤＣＦ事件の最
高裁判決等を受けて―」租税研究801号（2016年）
349頁。
�　清永敬次『税法〔新装版第３刷〕』（ミネルヴァ

書房，2014年）44頁。
�　八ツ尾順一「『伝家の宝刀』は租税法律主義の例
外　行為計算否認規定とは何か」税務弘報67巻13
号（2019年）８-９頁。
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とは，法律の明文規定から離れ，その結果と
して文理解釈を軽視することとなり，条文に
書かれていることとは別次元による判断で，
納税者の行為の適否が決定されることとなる。
　そして，趣旨目的解釈は，場合によっては，
課税要件事実を事後的に付加するに等しいこ
ととなる危険性を含んでいる。
　法132条の２の基本的な位置付けに関して，
朝長氏は「基本的なことですが，『各個別制度
の要件に該当していないということで否認さ
れるもの』であるのか，それとも，『各個別制
度の要件には合致しているので各個別制度の
適用を否認されることはないが，その各個別
制度の目的から見て適当でないということで
132条の２によって否認されるもの』であるの
か，ということを見誤ってはいけません。132
条の２の基本的な位置付けを理解していない
と，同条で否認するものに対して，各個別制
度の規定について『文理解釈しないのはおか
しい』といった見当違いの話をすることにな
ってしまいます。（中略）132条の２は，詳細
に定めた組織再編成税制の個別の定めを濫用
したり潜脱することによって法人税の負担を
減少させるものが出てくることを防ぐことを
主眼として設けたものですから，組織再編成
自体に事業目的があるのか否かということに
とどまらず，組織再編成税制の中の各規定に
関係する個々の行為や計算について，それら
が不自然ではないか，不合理ではないか，と
いうような観点から検討が行われることとな
ります。」�と述べている。

　しかし，租税回避行為の否認にあたっては，
本来的には，まず各個別規定に照らしその要
件の充足の有無によって判断をなすべきもの
であり，それでもなお，個別規定そのものが
存在しない等の理由により解釈に窮するよう
な，客観的にみてやむを得ずそれが許容され
るときにのみ，はじめて包括的否認規定の適
用が検討されるべきであり，そして，その発
動の是非を判断する不当性要件としての濫用
基準，すなわち趣旨目的解釈については，極
めて慎重かつ厳格な検討の上でなされなけれ
ばならない。
　趣旨・目的に基づく法解釈は民事法などで
は当然のことであるが�，租税法は侵害規範で
あり法的安定性の要請が強くはたらくから，
その解釈は原則として文理解釈によるべきで
あり，みだりに拡張解釈や類推解釈を行うこ
とは許されないのである�。
　よって，原則的には文理に基づく厳格な法
解釈を前提とした上で，「ただし，文理解釈に
よって規定の意味内容を明らかにすることが
困難な場合に，規定の趣旨目的に照らしてそ
の意味内容を明らかにしなければならない」�

ときに，文理によってのみでは解釈にあたっ
ての決め手がない，といった極めて限定的で
やむを得ない場面にのみ，趣旨目的解釈が許
されるものと解すべきであろう。
　規定の立法趣旨と規定の文言は合致してこ
そ，規律の適正な範囲と実効性を担保するこ
とができるのであり�，いわば「濫用基準の濫
用」はあってはならないであろう。

�　朝長英樹『包括否認訴訟をめぐる考察―組織再
編成をめぐる包括否認と税務訴訟』（清文社，2014
年）500-502頁。
�　岡村忠生「組織再編成と行為計算否認⑴」税研
177号（2014年）73頁。

�　金子宏『租税法〔第23版〕』（弘文堂，2019年）
123頁。
�　同上，124頁。
�　田中治「税法の解釈における規定の趣旨目的の
意義」税法学563号（2010年）231頁。
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　それでは巧妙かつ巨額に上るような，国民
感情からは道義的に受け入れ難い租税回避ス
キームに対応できない，とする批判もあるか
と思うが，それでもやはり，それらについて
は新たな立法措置によって手当てすることが
筋なのであって，法律の根拠がない限り租税
回避行為の否認は認められないと解するのが，
理論上も実務上も妥当であろう�。
　一方で，「節税」，「租税回避」，「脱税」とい

う枠組みでは十分に説明できない「不当な租
税回避」や「不当な節税」は，議会の意思を
裏切るものであり，法の潜在的欠缺を利用し
たものであることから，これらに対処するに
も立法的対応が必要なのである�。

�　金子・前掲注�，139頁。
�　酒井克彦「我が国における租税回避否認の議論」
フィナンシャル・レビュー126号（2016年）141頁。




